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2050 年カーボンニュートラル実現のためには、電力/ガス/石油等を提供するエネルギー供給事業者だけでな

く、エネルギーを消費する立場である製造業等の一般的な事業者（本稿では総称して「エネルギー消費事業

者」と呼ぶこととします）の脱炭素化も必要不可欠です。そのためには、これらの事業者自身が、自らの事業

活動の効率化や非化石エネルギーの利用等を通じて、温室効果ガス（GHG）の排出削減に取り組んでい

くことが求められます。本稿では、エネルギー消費事業者の GX に向けた具体的な取組（GX 事例1）につい

て、事例を収集・整理することで、当該事業者が GX を推進する際の効果的な取組は何か、考察していきま

す。 

１．背景 

企業のカーボンニュートラルに資する研究開発方針や経営方針の転換の動きを加速させるため、「2050年カ

ーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（以下、「グリーン成長戦略」）2」が 2021 年に経済産業省によって

策定されました。本戦略には、2050 年の CO２排出量をネットゼロ（排出＋吸収で実質ゼロ）とするための

具体的なロードマップが記載されています（図表１参照）。 

本ロードマップによると、本稿で定義した「エネルギー消費事業者」に相当する「非電力」部門（産業・運輸・

業務・家庭部門）は、短期的（2030 年まで）には「規制的措置と支援的措置の組み合わせによる徹底し

た省エネの推進」、長期的（2050 年まで）には「脱炭素化された電力による電化」や「水素、アンモニア、

CCUS/カーボンリサイクルなど新たな選択肢の追求」等が必要であると記載されています。さらに、脱炭素化が

 

1 本稿では「GX 事例」を「エネルギー消費事業者が自社の事業領域の中で脱炭素化の実現と経済成長の

両立を目指しながら取り組む活動」と定義の上、各企業の事例を収集・分析しました。 

2 「グリーン成長戦略」策定後も GX 実現に向けて様々な政策が決定されています。GX 政策に関する主要

な流れを整理すると、以下の通りとなります。 

2020 年 10 月 菅内閣総理大臣（当時）が所信表明演説で「2050 年カーボンニュートラル」を宣言 

2021 年 6 月 「グリーン成長戦略」閣議決定 

2023 年 2 月 「GX 実現に向けた基本方針」閣議決定 

2023 年 2 月 「GX 推進法」、「GX 脱炭素電源法」閣議決定（同年 5 月、成立） 

2023 年 7 月 「GX 推進戦略」閣議決定 

2025 年 2 月 「GX2040 ビジョン」閣議決定（GX 推進戦略の改訂版。詳細は前回レポート「GX2040 ビ

ジョン策定までの経緯と内容について」を参照ください。） 

https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/statement/2020/1026shoshinhyomei.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002.html
https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210004/20230210004.html
https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230228005/20230228005.html
https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230728002/20230728002.html
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/GX-004.html
https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/GX-004.html
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困難な領域では、「植林、DACCS や BECCS など炭素除去技術3で対応」することで、CO２排出量を最終

的に実質ゼロにすることとしています。そのため、エネルギー消費事業者が GX を推進する際、当該記載に関連

した取組を参考にしながら計画・実行に移していくことも選択肢の一つになり得ます。 

そこで次節では、エネルギー消費事業者が実際に取り組んでいる GX 事例について、「グリーン成長戦略」の

記載を参考にいくつかの類型に整理しながら紹介していきます。 

なお、自然資本4へへの依存・影響が大きい企業にとっては、カーボンニュートラル実現に向け、ネイチャーポジテ

ィブ（自然再興）5へに資する活動を行っていくことも重要ですが、当該活動は本稿での論考の対象外とします。 

 

図表 1.2050 年カーボンニュートラルの実現 

（出典）経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 

 

3 炭素除去技術は、植林等の「自然プロセスを人為的に加速させる手法」と、DACCS（大気中の CO2を

直接回収・貯留する技術）や BECCS（バイオマスの燃焼により発生した CO2を回収・貯留する技術）等

の「工学的手法」の 2 種類があります。（参考：資源エネルギー庁 HP「知っておきたいエネルギーの基礎用

語～大気中から CO2を除去する「CDR（二酸化炭素除去）」」） 

4 自然資本について、国際統合報告評議会（IIRC）の定義では「組織の過去、現在、将来の成功の基礎

となる物・サービスを提供する全ての再生可能及び再生不可能な環境資源及びプロセス。自然資本には次を

含む。 〇空気、水、土地、鉱物及び森林 〇生物多様性、生態系の健全性」とされています。（参考：

環境省「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（令和 6 年 3 月）」） 

5 「生物多様性の損失を止め回復軌道に乗せること」を意味し、2022 年 12 月に開催された「生物多様性

条約第 15 回締約国会議（COP15）」において、「2030 年ネイチャーポジティブ」の実現が掲げられました。

この動きをサポートするものとして、2023 年 9 月、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）が自然

関連のリスク管理と情報開示に関するフレームワークの最終提言（TNFD 最終提言）を公表しています。 

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/cdr.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/cdr.html
https://www.env.go.jp/content/000213033.pdf
https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/45990/
https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/45990/
https://tnfd.global/wp-content/uploads/2024/02/%E8%87%AA%E7%84%B6%E9%96%A2%E9%80%A3%E8%B2%A1%E5%8B%99%E6%83%85%E5%A0%B1%E9%96%8B%E7%A4%BA-%E3%82%BF%E3%82%B9%E3%82%AF%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%81%AE%E6%8F%90%E8%A8%80_2023.pdf?v=1707222327
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２．エネルギー消費事業者の GX事例 

エネルギー消費事業者が取り組む GX 事例について、いくつかの具体的な事例を収集の上、どういった手法

（How）で、何を実現（What）しようとしているか、といった観点で３類型に整理しました（図表 2 参照）。

なお、ここで紹介する GX 事例はあくまでも一部であり、これ以外にも多くの事業者が様々な方法で GX 推進

に向けた取組を実施しています。 

（１）デジタル技術の活用による省エネの推進 

これまでも個々の事業者は、環境関連分野の法規制6や、設備の導入支援7等の政策的な背景もあったこ

とから、事業所・工場等におけるエネルギー消費効率の改善を継続的に実施してきました。しかしながら、既存

の機器・設備を省エネ化するためには、大規模な改修・更新等が必要な場合もあり、多大なコストが発生する

恐れがあります。そのため、比較的低コストで省エネ化を図る有効な手段として、AI/IoT 等のデジタル技術を

活用する企業が増えています。 

（２）エネルギー供給事業者との連携による脱炭素化電力の調達 

自社で使用する電力を化石エネルギー起源から、非化石エネルギー起源に転換することによって、GHG 削

減に貢献することも GX への取組として有効です。しかし、太陽光や風力をはじめとする再生可能エネルギー起

源の電力利用は、従来の化石エネルギー起源の電力利用に比べて、安定供給面やコスト面等で多くの課題

が存在するのも事実です。そこで、エネルギー供給事業者と連携することで、既存の設備・システム等を最大限

活用しながら、再生可能エネルギー由来の電力を持続的に利用する取組が始まっています。 

（３）新技術の開発・導入による Hard-to-abate領域の脱炭素化 

鉄鋼や化学製品等の製造業は、化石燃料を原料とし、かつ、製造工程における電化が容易ではないこと

から、従前から CO２低減が困難（Hard-to-abate）な産業として位置づけられてきました。これらの産業領

域においては、脱炭素化に向けた新技術の開発・導入が必要不可欠です。現在では、実運用に至るケースは

限られていますが、様々な企業が新技術の導入に向けて開発を進めています。なお、研究開発にあたっては、

国や研究機関等による支援制度も多く存在するため、これらを活用しながら取組を進める企業もあります。 

 

  

 

6 省エネ法（正式名称「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」）に基

づく省エネ計画の策定・報告義務や、温対法（正式名称「地球温暖化対策の推進に関する法律」）に基

づく GHG 排出量の算定・報告義務等の法規制が存在します。 

7 例えば資源エネルギー庁では、省エネルギー設備への更新のための補助金の交付や、中小企業等を対象と

した省エネルギー診断等、様々な支援を実施しています。（参考：資源エネルギー庁 HP「各種支援制

度」） 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/overview/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/overview/
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/about
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/about
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/
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図表 2.エネルギー消費事業者の GX 事例一覧 

分類 企業名 業種 概要 

デジタル技術の

活用による 

省エネの推進 

沖電気工業 
製造 

(電気機器) 

AI/IoT 等を活用したスマート工場「本庄工場 H1 棟」 

➢ 稼働状況に応じて省エネ化を図る最適制御技術や、BEMS（建物のエネル

ギーを管理するシステム）を導入 

➢ 大規模生産施設として国内初となる「ZEB」認証取得 

JFE スチール 
製造 

(鉄鋼） 

「デジタルツイン」活用によるコークス炉の改良 

➢ 西日本製鉄所において、仮想空間上に構築したコークス炉の情報から操業

改善（燃料使用削減量約 5%、CO２排出削減量 6,600t/年）を達成 

➢ 一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII）からの助成金事業によって実施 

エネルギー供給

事業者との 

連携による 

脱炭素化電力

の調達 

ヤマトホールディ

ングス 
運輸 

JERA との連携による再エネ電力を提供する新会社「ヤマトエナジー」の設立 

➢ ヤマトグループ拠点や地域の発電所で発電した再エネ電力を、グループおよび

物流企業事業者に提供。協業先としての JERA が電力需給運用の全面的

な支援等を実施 

➢ 再エネ電力使用率目標を TCFD 提言に基づき情報開示。本情報は年金積

立金管理運用独立行政法人（GPIF）が選ぶ「優れた TCFD 開示」に選出 

セブン-イレブン・

ジャパン 
小売 

東京ガスとの連携によるコンビニ店舗への太陽光発電の供給 

➢ 関東エリアのセブン-イレブン約 750 店舗に対して、太陽光発電によるオフサイ

ト PPA による電力供給を 2024 年 3 月から開始 

➢ 東京ガス等と連携協定を結び、将来的に約 2,000 店舗へ供給を拡大予定 

新技術の開発・

導入による

Hard-to-abate

領域の 

脱炭素化 

日本製鉄 
製造 

(鉄鋼) 

水素利用による高炉での CO2削減技術の確立 

➢ 高炉での鉄鉱石の還元を石炭の代わりに水素を用いることで CO２排出の大

幅削減（40%超）を達成。今後、CO2排出を 50％以上削減する技術開

発を実施予定（本取組は NEDO の支援を受け実施） 

➢ 上記をはじめとする革新的技術開発を推進していく旨を TCFD 提言に基づき

情報開示。本情報は GPIF が選ぶ「優れた TCFD 開示」に選出 

東ソー 
製造 

(化学) 

カーボンリサイクルによる CO2回収および原料化設備の設置・稼働 

➢ 南陽事業所（山口県周南市）において CO2回収および原料化設備を新

設し、2024 年 11 月から稼働を開始 

➢ 年間約 4 万 t の CO2を回収し、ナフサ代替原料として利用予定 

清水建設 建設 

新築工事に CO2を固定する環境配慮コンクリートを利用 

➢ 510 ㎥のレベルコンクリートの打設を行う新築工事に、バイオ炭の混和によって

コンクリート内部に炭素を貯留するコンクリートを利用 

➢ コンクリートへの CO２固定量が製造工程等で生じる CO2排出量を上回るカ

ーボンネガティブを達成したことが、第三者検証によって確認 

（出典）各企業のプレスリリース資料等を基に当社作成  

https://www.oki.com/jp/otr/2023/n241/html/otr241_r04.html
https://www.jfe-steel.co.jp/release/2023/07/230710.html
https://www.yamato-hd.co.jp/news/2024/newsrelease_20250108_2.html
https://www.sej.co.jp/company/news_release/news/2024/202409121400.html
https://www.nipponsteel.com/news/20241220_100.html
https://www.tosoh.co.jp/news/release/2024/20241114.html
https://www.tosoh.co.jp/news/release/2024/20241114.html
https://www.shimz.co.jp/company/about/news-release/2024/2024010.html
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３．まとめ 

以上の通り、エネルギー消費事業者の GX の取組は、自社の業種や状況に応じて様々な選択肢がありま

す。では、GX への取組を推進・継続しながら、自社の経済成長も両立するためにはどういった観点が必要な

のでしょうか。前節で紹介した事例を参照としながら、企業が GX に取り組むうえで必要な視点・観点をまとめ

ると、以下の通り、整理できます。 

（１）GX化が可能な領域（または GX化すべき領域）の特定 

まずは、自社の事業領域の中で経済合理性、実現可能性等の観点から GX 化が可能な領域、またはエ

ネルギーや電力消費が著しい事業領域（前節で紹介した沖電気工業や日本製鉄等の製造業であれば、工

場における製造プロセス）を特定することが重要です。これらを把握・特定の上、どのような手法を用いることで、

エネルギー消費や GHG 排出の削減ができるかを検討することも必要になってくると考えられます。 

（２）アライアンスの構築 

自社の経営資源だけでは GX の推進が難しい場合、既存のスキルやノウハウを持った事業者等とアライアン

スを構築することは有効な選択肢の一つです。異業種間のアライアンスによるシナジー効果によって、新たな価

値創造も期待できます。前節で紹介したヤマトホールディングスやセブン-イレブン・ジャパンのようにエネルギー供

給事業者との連携によって、直接、再エネ電力を供給する体制を構築することもできますし、JFE スチールや日

本製鉄のように政府の補助金等の支援制度8へも有効に活用することで、コストを押さえながら、技術開発や設

備投資を進めることもできます。 

（３）積極的な開示 

最後に、GX への取組状況について、積極的に開示していくことも重要です。開示の手段としては、プレスリ

リース等による自社の広報手段を通じた公表に加え、様々な国際イニシアチブを活用することも有効です。図

表３のとおり、環境や気候変動に対する取組を開示・評価するための国際イニシアチブは多数存在します。こ

れらを活用しながら開示を進めていくことで、結果的に事業の持続可能性と企業価値の向上に資する機関投

資家やステークホルダー等からの信頼獲得へつなげることができます。 

 

本稿で紹介した事例はいずれも人材やノウハウ、資金等の様々な資源が豊富な大企業の事例が中心とな

っています。GX に向けた取組をこれから始めようとする中小企業にとっては、当該事例をそのまま適用すること

は難しいかもしれません。しかしながら、これら企業においても、今後、取引先や親会社等からGHG排出量削

減に向けた要請が高まっていくことが予想されます。そのため、資源が限られる中小企業にとっては、上述の視

点、特に（２）の視点を取り入れ、自社だけでは補いきれない技術や資金等を持つステークホルダーと連携し

ながら GX に向けた取組を推進していくことが重要といえます。 

 

8 例えば、経済産業省による「グリーンイノベーション基金事業」（政策効果が大きく、長期間の継続支援が

必要な領域に対して社会実装を見据えて支援）や、「GX サプライチェーン構築支援事業」（中小企業を含

む GX 分野の国内製造サプライチェーンの構築を支援）等、様々な支援制度が存在します。 

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/gifund/index.html
https://gx-supplychain.jp/
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図表 3.主要な国際イニシアチブ 

 名称 目的 事業者に求められる対応 
参画企業数 

世界全体(うち日本) 

開示 

フレームワーク 
TCFD9 

企業に効率的な気候関

連の情報開示を促進する 

⚫ 開示推奨 4 項目（ガバナンス、戦略、リ

スク管理、指標と目標）について、財務

報告書等を通じて開示する 

4,932 社(1,488 社) 

※賛同表明する企業数 

※23 年 TCFD 解散に伴

い、新規受付終了 

開示 

プラットフォーム 
CDP10 

企業の環境関連の取組を

評価し、投資家等へ提供

する 

⚫ 環境に関する質問に対して、CDP 事務局

へ回答を送付する 

⚫ 事務局によって 4 段階（A~D）で評価さ

れ、投資家等へ情報提供される 

約24,000社(約2,000社) 

※24 年度回答企業数 

目標設定 

SBT11 

パリ協定の水準に整合す

る GHG 排出削減を企業

に促す 

⚫ パリ協定達成のため、自社の Scope1,2,3

の削減目標を提出する 

⚫ 事務局審査の上、適合していると認めら

れた場合、SBT 認定が授与される 

※中小企業向けの SBT は、目標設定の対

象が Scope1,2 のみ 

7,659 社(1,013 社) 

※認定取得またはコミット

した企業数 

※24 年 3 月現在 

RE10012 

自社で使用する電力を

100%再生可能エネルギー

電力にすることを促す 

⚫ 自社で使用する電力を 100%再生可能エ

ネルギー電力で賄うための Scope1,2 の削

減目標を提出する 

439 社(89 社) 

※25 年 2 月現在 

（出典）各種資料を基に当社作成 

執筆コンサルタントプロフィール 

室町 篤 

製品安全・環境本部 サステナビリティユニット 主任研究員 

東京海上 dR GX レポート一覧へ 

 

9 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）：2015 年、金融安定理事会（FSB）により民間主

導で設置。2017 年、気候変動要因に関する効率的な情報開示を促す提言（TCFD 提言）を公表。

2023 年、解散（その後、TCFD における議論は国際サステナビリティ委員会（ISSB）に引き継がれる）。 

10 CDP：2000 年、英国で非営利団体（NGO）として設立。企業や自治体等に対して、気候変動、水

セキュリティ、森林に関する情報開示を推進。 

11 SBT（Science Based Targets）：CDP、UNGC、WRI、WWF が共同運営する認証機関。企業

は、パリ協定が求める水準と整合した、5 年～15 年先を目標年として GHG 排出削減目標を設定。 

12 RE100：2014 年、The Climate Group（NGO）によって設立。企業が自らの事業の使用電力を

100％再エネで賄うことを目指す国際イニシアチブ。 

https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/
https://tcfd-consortium.jp/
https://cdp.net/ja
https://sciencebasedtargets.org/
https://www.there100.org/

